
環境・社会課題への対応

王子グループは2020年に、ネット・ゼロ・カーボンを中核とする長期ビジョン「環境ビジョン2050」と、

そのマイルストーンとして中期目標「環境行動目標2030」を策定しました。2030年度にGHG（温室効

果ガス）排出量を2018年度比で70%削減する目標の達成に向けて、石炭使用量の削減などによる実

排出量の削減と、森林によるCO2（二酸化炭素）純吸収量の拡大を推進しています。

パルプ・紙の製造をはじめとする事業活動では大量の熱（蒸気）と電気を使用し、エネルギー使用に

伴ってGHGが排出されます。王子グループはエネルギー使用に伴うGHGの排出を削減し、森林による

CO2の吸収を促進することで、気候変動の緩和に貢献します。

パルプ・製紙工場は、木材パルプ製造過程で生じる黒液や、パルプ原料に適さない廃材などを燃料

として蒸気・電気を発生させています。燃焼時に排出されるCO2は樹木が成長中に吸収したCO2と

相殺されます。さらに、発電後の排熱（蒸気）を製造工程で再利用し、エネルギーの有効利用を図って

います。また、1910年から稼働している北海道の千歳第一水力発電所や、工場屋根の太陽光発電設

備で発電した電気も使用しています。工場での自家消費のほかバイオマス・水力・太陽光による再生

可能エネルギー発電事業を行っており、社有地での風力発電も検討しています。

森林では伐採後に再植林して持続可能な森林経営を実践するとともに、成長量の高い優良品種を

植林することで、森林のCO2吸収機能を維持・促進しています。

2030年度までに、2018年度比でネット排出量（実排出量からCO2純吸収量を差し引いたもの）を

70%以上削減することを目指しています。この目標のうち、20%は実排出量（Scope 1+2）の削減、残

りの50%は森林によるCO2純吸収量の拡大を通して達成を目指しています。

2023年度のネット排出量は2018年度比で28.1%削減の5,635千t-CO2eとなりました。

基本的な考え方

脱炭素に向けたビジネスモデル

GHG排出削減目標・排出実績

気候変動の緩和・適応
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(千t-CO2e)

森林によるCO2純吸収量 ネット排出量 基準年度排出量 (Scope 1+2)実排出量（Scope 1+2）

GHG排出量の推移
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・伐採後の再植林など 植林地の拡大
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2030年度に向けたGHG排出量削減のロードマップ  

区分 項目 GHG削減量
（千t-CO2e）

GHG削減
効果 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

実排出量
削減

エネルギー
効率の改善 省エネルギーの継続 200 2.6%

再生可能
エネルギー

利用率の向上

石炭使用量の削減 1,007 12.9% 　　

自家用太陽光発電
設備の設置等 360 4.5%

小計 1,567 20.0%

森林による
CO2

純吸収量
拡大

森林保全・
植林への投資

植林地の拡大

3,918 50.0%

早生樹の植林

合計 5,485 70.0%

4基廃止予定

実施

設置

取得検討・判断

設備検討・判断

投資判断

事業性評価

2019 ～ 2023年度平均5.0%低減

純吸収量1,214千t-CO2e（15.5%）

削減量988千t-CO2e（12.6%）

工場屋根や遊休地に太陽光発電設備を設置

海外生産林 256千ha 275千ha※ 400千ha

●石炭専焼ボイラ1基廃止 ●1基廃止 ●2基廃止予定

5年平均1.0％以上のエネルギー消費原単位低減

林木育種（品種改良）・優良品種植林を継続

燃料構成変更の技術調査・試験

設置計画

探索・土地調査

2030年度の目標達成に向け、実排出量の削減と森林による

CO2純吸収量の拡大を推進しています。

実排出量削減のため、2018年度時点で石炭を燃焼していた国

内ボイラ16基中、予備基を除く石炭専焼ボイラ8基を2030年度

までに全て廃止し、脱炭素化の移行段階としてガスへの燃料転換

を進めています。2023年度までに2基を廃止済みで、2027年度

には王子マテリア祖父江工場、佐賀工場の各1基（計2基）を廃

止予定です。また、石炭混焼ボイラの燃料構成変更による石炭使

用量削減も検討しています。

2030年度以降のネット・ゼロ・カーボン実現に向け、ガスを

含む化石燃料の使用量をさらに削減する必要があります。そのた

め、水素、アンモニア、e-methane（e-メタン）などの代替燃料の

使用可能性を検討しています。

また、CO2純吸収量を増やすため、海外での植林地取得を進

め、これまでに培った育種・植林技術を活用して、地域に適した

優良な早生樹の植林・育成を行っています。CO2吸収を促進し、

CO2純吸収量の多い森林の拡大を目指しています。

GHG排出量削減のロードマップ

東京ガス株式会社様、東京ガスエンジニアリングソリュー

ションズ株式会社様と共同で、王子製紙苫小牧工場におけ

るe-メタン製造に向けた共同検討を開始しました。

既存の水力発電設備や今後設置を検討する太陽光発電

設備からの再生可能エネルギー由来電力を用いて製造した

グリーン水素と、パルプ製造工程で発生・回収したカーボ

ンニュートラルな燃料由来のCO2を反応させて純国産e-メ

タンを製造することと、その活用について共同検討します。

e-メタン製造の共同検討を開始Topics
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※2023年度末の面積。2024年度にウルグアイで取得した生産林面積20千haを含まず。
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エネルギー効率の改善と再生可能エネルギー利用率の向上に取り組み、事業活動を通じて排出され

るGHGを削減しています。2023年度の実排出量（Scope 1+2）は6,849千t-CO2eで、2018年度

比12.6%の削減でした。

エネルギー効率の改善

国内主要事業会社においては2023年度に9.3億円の省

エネ投資を行い、エネルギー消費量を47千kL（原油換算）

削減しました。グループ全体ではエネルギー消費原単位を

2019 ～ 2023年度平均で5.0%低減しました。

再生可能エネルギー利用率の向上

パルプ製造過程で副生する黒液や、その他のバイオマス

燃料を活用し、再生可能エネルギー利用率を向上させてき

ました。さらなる向上を目指し自家用水力発電所の活用や

太陽光発電設備の設置を進めています。

2023年度の再生可能エネルギー利用率は56.4%でした。

石炭使用量の削減

2021年度に王子マテリア名寄工場、2023年度に王子エフテックス江別工場の石炭ボイラを停止

し、2023年度の石炭使用量は2018年度比で25.6%削減されました。今後も削減を進め、約1,000

億円の設備投資により約1,000千t-CO2eのGHG排出量削減を見込んでいます。

植林地の拡大と早生樹の植林を通して、森林によるCO2純吸収量を拡大しています。国内外で保有・

管理する600千ha※1の森林における2023年度末のCO2固定量は1億2,456万t-CO2、2019年度

から2023年度のCO2純吸収量は年平均で1,214千t-CO2でした※2。また、同期間に放出されたO2は

年平均で883千tになります※3。 
※1  2024年度にウルグアイで取得した森林面積35千haを含まず。
※2  CENIBRA社の第三者植林および植栽2年未満の林地のCO2固定量・純吸収量は含まず。
※3  吸収するCO2と同じ量（モル数）のO2が放出されるとして算定。
出典：国立研究開発法人 国立環境研究所 　

CO2固定量：王子の森が蓄積しているCO2量。
CO2純吸収量： 王子の森の木が吸収したCO2量から、伐採した木

が固定していたCO2量を排出量として控除した量。

植林地の拡大 

樹木のCO2吸収量は成長量に比例するため、

成長期の樹木が多い生産林はCO2吸収量が多く

なり、成熟期にある環境保全林はCO2吸収量が

少なくなります。王子グループは海外生産林を拡

大し、成長期の樹木を増やすことで、CO2純吸収

量の拡大を図っています。

海外生産林の面積は2018年度末の237千haから2023年度末の275千ha※4まで拡大しました。今

後も植林事業を展開する南米、オセアニア、東南アジアを中心に植林地の取得を検討しています。2030

年度までに400千haまで拡大することを目指しており、取得費用として約1,000億円を見込んでいます。
※4  2024年度にウルグアイで取得した生産林面積20千haを含まず。

早生樹の植林

ブラジルのCENIBRA社やインドネシアのKTH社において、林木育種に取り組んでいます。地道な人

工交配によって得られた個体から成長量とパルプ生産性が高い優良品種を選抜し、植林することで、森

林の成長量が高まり、CO2の吸収・固定も促進されます。

実排出量の削減 森林によるCO2純吸収量の拡大

CO2固定量
1億2,456万t-CO2
CO2純吸収量
1,214千t-CO2/年

成長に伴う
年間CO2吸収

伐採による
年間CO2
排出

1年間の木の
成長で固定
される炭素を
CO2に換算

成長速度の速い若い樹が多く
CO2吸収量が多い

生産林

CO2 CO2 CO2 CO2 CO2

成長が鈍化した高齢樹が多く
CO2吸収量が少ない

環境保全林

CO2 CO2
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売上原単位（kLoile/百万円）
エネルギー消費量★（千kLoile）

2019 2023（年度）202220212020

5,660
5,219 5,400 5,440 5,160

3.75 3.84 3.67
3.19 3.04

33.3%

30.4%

石炭
13.4%

石炭
10.7%

その他
19.7%

黒液
39.2%

その他
17.2%

その他
19.9%

黒液
40.7%

その他
14.2%

11.8%

13.2%

54.9%

56.4%
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エネルギー構成比率

化石エネルギー 廃棄物エネルギー 再生可能エネルギー

★2023年度エネルギー消費量は第三者保証を受けています。
算出方法P.98 　参照

2023年度は、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT制度）を通して、電気需要家の排出量714

千t-CO2eの削減に相当する※1,631GWhのバイオマス・水力・太陽光発電による電気を販売しました。
※算定方法は（P.98 　）

再生可能エネルギー発電事業による間接的なGHG排出量削減Topics

https://www.nies.go.jp/kanko/news/25/25-3/25-3-04.html
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TCFD提言に基づく気候関連情報開示

目標 2023年度実績

Scope 1+2 2030年度70%削減、2050年度ネット・ゼロ ネット排出量28.1%減（2018年度比）

Scope 3 サプライヤーとの協働によるGHG排出量の削減 サプライヤーのGHG排出量を調査

石炭使用量 2050年度までに石炭使用量ゼロ 石炭使用量25.6%減（2018年度比）

気候関連のリスク・機会と戦略・対応（一部）

タイプ ドライバー
（事業への影響を発生させる要因） 事業環境の認識

事業への影響

戦略と対応策1.5℃ （2℃）シナリオ 4℃シナリオ

2030 2050 2030 2050

移行
リスク

政策・
法規制 CO2排出規制の強化 炭素税や排出量取引の導入または強化により、エ

ネルギー消費やクレジット運用コストが増加 大※ 小※ 中※ 小※
・ 省エネを徹底し、自家発電設備運用の効率化を図り、化石燃料使用量と購入電力量を低減し、エネルギーコスト

全体を最適化
・2050年度のネット・ゼロ・カーボンに向け、水力やバイオマスなどの再生可能エネルギー運用を強化

物理的
リスク 慢性 降水・気象パターンの変化や平均

気温上昇
主原料となる樹木の生育状況悪化等に伴い調達
コストが増加 小 小 大 大

・北米、南米、オセアニア等の分散調達による安定的調達の強化
・社有林の拡大および有効活用の推進
・気温や降雨などが樹木の生育に及ぼす影響の調査や研究、その地域に適した樹種の選定

機会 製品と
サービス

・消費者嗜好の変化
・ 研究開発とイノベーションによる

新製品・サービスの開発
脱炭素・環境に対する意識が高まり、低炭素・環
境配慮型製品の需要が増加 大※ 大※ 大※ 大※ ・ バイオマスを原料としたバイオマスプラスチックへの代替やプラスチック包装に代わる紙素材の開発の強化およ

び販売機会の拡大

※影響額　小：100億円未満、中：100億円以上500億円未満、大：500億円以上　※以外は定性評価

王子グループは、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）

に2020年12月に賛同し、本タスクフォースが推奨する気候関連

情報開示に取り組んでいます。  

▶サステナビリティレポート 　

目標

パリ協定の1.5℃目標を踏まえて以下の目標を設定しました。ま

た、国際エネルギー機関（IEA：International Energy Agency）

のネット・ゼロ・エミッション（NZE：Net Zero Emissions）シナ

リオの炭素価格：140USD/t-CO2（先進国における2030年の水

準）を内部炭素価格（ICP：Internal Carbon Price）として引用し、

投資効果調査において考慮しています。

ガバナンスとリスク管理

気候関連の課題とその対応は、サステナビリティ推進委員会で

協議し、取締役会が監督します（詳細はP.29 　）。

リスク・機会はサステナビリティ推進本部がグループ横断的に

整理し、サステナビリティ推進委員会にて重要度と優先順位を協

議します。事業・戦略・財務に及ぼす影響は、1.5℃（2℃）と4℃

のシナリオを活用して中期（2030年）と長期（2050年）で整理し、

定量的または定性的に評価します。

戦略に基づく対応はサステナビリティ推進本部が統括管理し、

サステナビリティ推進委員会で進捗を報告します。特にGHG排出

量の削減についてはプロジェクトチームを編成して取り組んでいま

す。また、重要性に応じてグループ経営会議に付議され、全社的

なリスク管理と統合されます。

戦略

2030年に向けた中期の炭素税等の政策・規制による移行リス

ク、2050年に向けた長期の降水・気象パターンの変化等の物理

的リスクおよび中・長期の低炭素製品の需要増加の機会が重要

と認識し、石炭使用量の削減や森林によるCO2純吸収量の拡大、

プラスチックを代替する木質由来製品の開発などに取り組んでい

ます。これらの取り組みにより、脱炭素社会への移行が事業に及

ぼす影響は限定的と認識していますが、今後もリスク分析を継続

し、レジリエンスを強化していきます。

脱炭素に向けた投資額

石炭使用量削減に伴う投資 約1,000億円

植林地取得に伴う投資 約1,000億円

気候関連リスク・機会の財務影響（2030年）

リスク例 カーボンプライシングによる負担増 723億円

機会例 環境配慮型事業による売上増
（グリーンイノベーション） 3,000億円

https://ojiholdings.disclosure.site/ja/themes/156/


王子グループでは、旧王子製紙の社長を務めた藤原銀次郎の

「木を使うものは木を植える義務がある」という教えのもと、100

年以上前から持続可能な森林経営に取り組んできました。

国内外で森林育成の技術と知見を蓄えながら、適切に育て、管

理してきた森林は生物多様性の保全、水源涵養、レクリエーション

の提供など多面的な機能によって恩恵をもたらしています。

王子グループはそうして受け継いできた森林を活かした製品や

サービスを社会に届ける事業を展開しています。

▶王子グループ持続可能な森林管理方針 　

基本的な考え方 王子グループの森林（王子の森）概況

ブラジル/CENIBRA社 生産林（左側）と環境保全林（右側）

気候変動の緩和・適応      TCFD      持続可能な森林経営      TNFD      資源の循環的利用      責任ある原材料調達      人権の尊重      職場の安全衛生の確保
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持続可能な森林経営

社有林 美瑛山林

国 事業会社 設立年 生産林面積 環境保全林
面積 合計面積

ブラジル CENIBRA 1973 143 107 250
インドネシア KTH 1998 63 19 82

ニュージーランド
Pan Pac 1971 35 5 40

SPFL 1992 10 3 13
Oji FS 2014 7 1 8

ウルグアイ OUFC 2024 20 15 35
ベトナムの2社 11 1 12
オーストラリアの2社 6 1 7
海外小計 295 152 447
日本 177 11 188
グループ合計 472 163 635

環境保全林の機能 保全林面積※1

（実面積）
機能面積※2

（延べ面積）

生物多様性保全 9,741 9,785

森林利用保全 710 4,357

国土保全 818 2,735

水源保全 275 532

学術保全 8 8

合計 11,552 17,417

国内外の王子グループの森林 国内環境保全林の機能別内訳

生産林：環境保全に配慮しつつ、木材生産を主目的とした森林
環境保全林：生物多様性や流域保全等の環境保全を主目的とした森林

※1　各保全林を主機能により区分し、区分ごとに面積を積算したもの
※2　保全林の区分によらず、各機能を持つ森林の面積を積算したもの

王子グループとは           目指す姿とロードマップ           価値創造ストーリー           事業別価値創造戦略           人財戦略           グリーンイノベーション           環境・社会課題への対応           ガバナンス           データセクション

単位：千ha 単位：ha

王子グループは、国内外に635千haもの広大な森林を保有・管理しています。

その内訳は、環境に配慮しつつ木材生産を主目的とする生産林が472千ha、生

物多様性や流域保全等の公益的機能の維持を主目的とする環境保全林が163

千haです。

生産林由来の木材は、製紙原料、製材・合板用材料、バイオマス発電燃料に

利用される他、木質成分由来の新素材開発に向けた利用にも期待されています。

王子グループは、森林の公益的機能を維持しつつ、資源としての木材の安定供

給を維持するため、年間163億円をかけて持続可能な森林経営を行っています。

環境保全林

保有・管理する森林635千haの約26% に当たる163千haを環境保全林とし、環境・生態系に配慮しながら管理しています。国内では、

生物多様性の保全をはじめ、レクリエーション施設周辺の景観維持（森林利用保全）、土砂流出・崩壊の防止（国土保全）、水資源の貯留・

洪水緩和、水質浄化といった水源涵養機能（水源保全）等を目的として、社有林188千haのうち約11千haを環境保全林に指定しています。

同一の森林で複数の機能をもつ場合があるため、環境保全機能の延べ面積は17千haとなっています。

64

https://ojiholdings.disclosure.site/ja/themes/203/


生産林

王子グループは、世界各国で植林事業を展開しています。地域ごとに最適な計画を策定し、地域の気

候や土地条件に合った適切な樹種の開発・選定や施業方法の改良を続けることによって、森林の生産

機能を高め、品質の良い木材を生産するとともに、安定供給を通して収益性の向上を図っています。

木を植え、育て、伐採した後、再植林する循環によって、森林は絶えず成長し、木材などの様々な製品とし

て永続的に利用することができます。また、伐採した木材を製材、合板、製紙用チップ、木質バイオマス燃料な

ど、さまざまな用途に活用することで、木材を余すことなく利用（カスケード利用）し、経済性を維持しています。

生産林として森林が維持されることは、

木材利用に留まらず、地域住民による

林産物の採取・利用や、野生動物の移

動路としての役割など生態系がもたらす

恩恵（生態系サービス）を得る上でも役

立っており、環境・社会・経済に配慮

した森林経営を実践しています。このよ

うな取り組みによって、王子グループは

総合林産業として、木材の持続可能な

利用を推進しています。

持続可能な森林経営には、先住民族を含む地域社会との連

携も欠かせません。地域の利益やニーズに応えるためには、地

域の関係者と協力し、コミュニケーションを図る必要がありま

す。また、地域の雇用や経済への貢献も重要な要素となります。

経済的貢献の例として、海外植林事業会社では、現在、約

13,000人の現地雇用を創出しています。また、小規模森林所

有者には、植林や施業方法等の技術トレーニングを提供してい

ます。さらには、各地の行政やNGO、市民団体と連携し、環境

保全林における生物多様性保全プログラムや、地域社会に対する就労や教育の支援、医療サービスへ

のアクセスが困難な地域への医療支援などを行い、環境・社会面で価値の創出と共有を行っています。

地域住民や先住民族の伝統的な土地利用や文化活動の支援

王子グループは、地域住民や先住民族の伝統的な土地利用や文化を尊重しています。

ブラジルのCENIBRA社は、ユーカリ植林地内に自生するインダイアというヤシの葉を利用して工芸

品を作る伝統文化を支援しています。この伝統技術はも

ともと地域住民の間で親から子へ代々受け継がれてきた

帽子の製作技術でしたが、およそ300年もの長い間そ

の価値はあまり知られていませんでした。

CENIBRA社は、2005年からこの文化とインダイアの自

生地を森林認証における保護価値の高いエリアに指定し、

インダイア文化協会や地域の大学等と協力して、インダイ

アの持続可能な生産管理計画の策定や帽子に限らない工

芸品の多様化を支援してきました。その結果、現在ではイ

ンターネットを通じて世界中からこの工芸品の購入が可能

となり、主に女性で構成される工芸作家たちの所得向上

や、伝統文化の継承と価値向上に貢献しています。

再生可能な森林資源 地域社会の環境と経済に配慮した社会貢献
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インダイア文化協会に所属する伝統工芸作家たち

インダイアを用いた伝統工芸品
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森林資源のカスケード利用

チップ

製材、集成材、合板など

製材廃材はチップなどに

バイオマス燃料

パルプ、紙、
パーティクルボード※など
※チップに接着剤を塗布し熱圧成型したボード

植付

間伐

下刈り 成林
生産林の施業サイクル
（カラマツの場合：
成林まで40～60年）
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植林会社QPFLより地域の村の保健所に薬品保
管用倉庫を寄付
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CO2

生物
多様
性

栄養

土壌

水

社会への
情報開示

価値の棚卸と
定量評価

価値の最大化 

自然資本
会計

Nature
Positive

Carbon
Neutral

&

自然資本の価値を最大化するとともに、
世界のスタンダードづくりへ影響を与える

木質由来の新素材・ソリューション開発

国際団体との協働（WEF, ISFC等）※1

先進的な情報開示（TNFD等）

自然の価値を測り定量的に評価する手法 
“王子モデル” の確立
炭素蓄積や物質循環の見える化等

王
子
の
パ
ー
パ
ス
実
現

現在、地球環境をグローバルに見れば、気候変動や生物多様

性の損失が問題になっています。私たち企業の事業活動そのも

のや、資金の流れが、自然の搾取ではなく豊かにする方向に動く、

「ネイチャーポジティブ経営」が求められています。

ネイチャーポジティブ経営では、まず、自然の価値を見える化

し、次に、その価値を増やしていく取り組みが求められています。

見える化に向けては、生物や水といった王子の森がもつ自然の価

値を測り、定量的に評価する手法「王子モデル」の将来的な確立

を目指し、スタートアップやアカデミアと技術や方法論の開発を

開始しています。そして、自然資本（森林、土壌、水、大気、生物

資源など、自然によって形成される資本）の価値を最大化し、世

界のスタンダードづくりへ影響を与えます。

気候変動と自然資本の変化は相互に影響するため、王子グ

ループは上記の取り組みを通じたパーパスの実現により、ネイ

チャーポジティブとカーボンニュートラルの両方を目指していきま

す。そして、次の150年、その先に向けて、自然資本の経済価値

を認識する、自然資本会計の時代へ向けたアクションを実行して

いきます。

王子の森でのチャレンジ 
ｰ次の150年にむけてｰ
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　王子グループは、自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）が推奨する自然関連情報開示に取り組んでいます。

▶TNFDレポート 　

TNFD提言に基づく自然関連情報開示

王子グループでは自社とバリューチェーンの自然関連の依存、インパクト、リスク、機会とその対応、および先住民族、地域社会、影響を受

けるステークホルダーを含む全てのステークホルダーの人権尊重へのコミットメントを果たす上で重要な事項やステークホルダーエンゲージ

メントに関する事項について、サステナビリティ推進委員会で審議し、取締役会が監視・監督しています。

▶P.29 　 

▶王子グループ人権方針 　

ガバナンス

自然資本価値最大化に向けた取り組み

※1　 WEF：World Economic Forum 
ISFC： International Sustainable Forestry 

Coalition

https://ojiholdings.disclosure.site/Portals/0/pdf/top/tnfd_report_2024_ja.pdf
https://ojiholdings.disclosure.site/ja/themes/108/


王子グループの事業活動は自然に依存し、インパクトを与えており、適切に管理を行う責任があること

を認識しています。持続可能な経営と社会生活を実現するために、ネガティブインパクトを回避・軽減し、

自然生態系を回復・再生する取り組みを推進しています。

優先セクター・地域の特定

TNFD推奨ツール「ENCORE」を使用し自然との関わりが大きいセクターを特定しました。その結果、

林業セクターで多くの生態系サービスへの依存とインパクトが大きいこと、製品製造セクターで水関連

の依存とインパクトが大きいことが示されました。

林業拠点については公開データセットによる自然の状態調査を実施し（下表）、CENIBRA社（ブラジ

ル）と国内の森林を優先的に評価する地域としました。製造拠点については公開データセットによる水リ

スク調査を行い、リスクが高い地域に所在する21事業所を評価対象としました。

王子グループの国内の森林では、1930年代から長年にわたり、森づくりを行ってきました。コア・コ

ンピタンスの一つである「持続可能な森林経営」では、「植林→育林→伐採→植林」という持続的な木

材生産サイクルを回していくことはもちろん、CO2の吸収・固定や生物多様性の保全、水源涵養や土砂

災害防止などの多面的な役割も同時に果たしています。

これら森林の機能の経済価値を、林野庁の評価手法等を用いて試算※4したところ、年間の経済効果

は約5,500億円という結果でした。今後は、将来的な自然資本会計の導入を見据えて、アカデミアや

スタートアップとの協働により、地域性の反映、精度の向上、新たな視点での価値追加等について検

討していきます。

自然との接点 王子の森の経済価値評価

気候変動の緩和・適応      TCFD      持続可能な森林経営      TNFD      資源の循環的利用      責任ある原材料調達      人権の尊重      職場の安全衛生の確保
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※4　 林野庁「森林の公益的機能の評価額について」（2000 年）の手法をもとに計算（林野庁試算の全国評価額に対して、全国の森
林面積に対する王子 HD の面積比を乗じることで算出）。一部原単位や評価方法が更新可能な機能については見直した（「水源涵
養機能」「生物多様性保全機能（野生鳥獣保護機能）」「大気保全機能」）。

林業地域における自然の状態調査結果

拠点 自然の状態評価

事業会社 国 面積
（千ha）

生物多様性
重要性

生物多様性
重要地域 

との近接性
生物多様性
完全性※1

森林被覆の
減少※2 水リスク

CENIBRA ブラジル 250 High High High Low Low

KTH インドネシア 82 Medium Low High High Low

APFL オーストラリア 5 High Low High Medium Low

GPFL オーストラリア 3 Medium Low High Low Medium

Pan Pac, Oji FS ニュージーランド 48 Medium Medium High Medium Low

SPFL ニュージーランド 13 Low Medium High Low Low

QPFL ベトナム 10 Medium Low High Medium Medium

ー 日本 188 High High High Low Medium

※1　周辺地域で種や個体数がどの程度保たれているかを示す。高いほど変化が少なく、健全な状態。
※2　周辺地域の 2000 年以降の森林被覆の変化を示す。高いほど森林が減少している状態。
※3　2024 年７月に新規取得した OUFC（ウルグアイ）の植林事業拠点は本評価では評価対象外。

王子の森（国内）の経済価値評価試算 
（億円/年）

森林の公益的機能 評価額 機能の内容

水源涵養機能 2,040 森林の土壌が、降水を貯留し、河川へ流れ込む水の量を平準化して洪水、
渇水を防ぎ、さらにその過程で水質を浄化する役割

土砂流出防止機能 2,120 森林の下層植生や落葉落枝が地表の浸食を抑制する役割

土砂崩壊防止機能 630 森林が根系を張り巡らすことによって土砂の崩壊を防ぐ役割

保健休養機能 170 森林が人にやすらぎを与え、余暇を過ごす場として果たしている役割

野生鳥獣保護機能 
（生物多様性保全） 430 森林が果たしている野生鳥獣の生息の場としての役割

大気保全機能 
（CO2吸収） 110 森林がその成長の過程でCO2を吸収し、酸素を供給している役割

（CO2吸収量を炭素クレジット購入価格で代替し計算）

合計 5,500
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CENIBRA社は樹木を栽培し、パルプ製造を行う事業会社であ

り、アトランティックフォレストと呼ばれる生態系内で、約250千

haの森林を管理しています。CENIBRA社の林業活動における

自然への依存・インパクト・リスク・機会を特定・評価し、管

理する測定指標とターゲットを策定しました。

依存・インパクトの特定・評価

CENIBRA社の林業活動は木材・水供給、土壌の質、気候調

整等多くの生態系サービスに依存しています。またGHG排出吸

収や土地利用等のインパクトドライバーを持っています。それぞれ

の依存・インパクトの大きさについて評価を実施しました。

リスクと機会の特定・評価

自然への依存・インパクトとその大きさ、地域の自然の状態に

基づき、リスクと機会を右表の通り特定・評価しました。評価に

は2つの探索的シナリオを使用し、将来の不確実性に対応してい

ます。対応策としては、火災防止や緑の回廊設置、絶滅危惧種の

再導入等を実施しています。

測定指標とターゲット

リスクと機会の評価結果を基に今後の対応策を整理し、ターゲッ

トを右表の通り設定しました。これらのターゲットは有限責任あず

さ監査法人の支援の下で当社が実施したLEAPアプローチに沿っ

て、策定されました。さらに王子グループの取締役会で審議のうえ、

サステナビリティ重要課題のKPIに取り込み、管理しています。

リスクと機会（一部抜粋）

カテゴリー リスク 財務影響 対応策 2025 シナリオ1※1 シナリオ2※1

2030 2050 2030 2050

物理

気温の上昇と猛暑日の増加 木材生産性の低下によるコスト増加と売
上減少 気候変動緩和 ● ●● ●● ●● ●●●

洪水の頻度の増加 樹木の水没、土壌流出による操業制限発
生 貯水池の設置、土壌の鋤入れ ●●● ●●● ●●● ●●● ●●●

火災気象の増加、森林火災
の発生頻度増加 森林再生、火災防止コスト増加 気候変動緩和、火災防止 ●●● ●●● ●●● ●●● ●●●

土壌圧縮と土壌肥沃度低下 木材生産性の低下によるコスト増加と売
上減少、肥料・農薬コスト増加

適切な肥料の選択、土壌の鋤
入れ ● ● ●● ●● ●●●

不適切な土地管理による生
物多様性の著しい損失

生態系サービスへのアクセス性低下、生
物多様性損失に対する責任の発生

森林破壊の回避、保全林の設
置、水源保全 ● ●● ●● ●●● ●●●

移行

自然関連のリスクと影響に関
する報告義務の強化

モニタリングコスト増加、対応の遅れによ
る罰金発生

各種認証取得、モニタリング技
術開発 ●●● ●●● ●●● ●● ●●

森林伐採に対するネガティブ
イメージの拡大 評判低下による需要減少 森林衛星画像分析レポートの

発行 ●● ●●● ●● ●● ●●

機会 財務影響 対応策 2025 シナリオ1※1 シナリオ2※1

2030 2050 2030 2050

木材と水の資源利用効率の向上
コスト削減、資源不足へのレジリエンス
向上、土地利用と資源利用による負のイ
ンパクトの削減

木材の用途開発、資源循環 ●●● ●●● ●●● ●●● ●●●

生態系の保全と回復活動 さまざまな生態系サービスの質向上、評
判向上

保全林の設置、森林再生、緑の回
廊設置、絶滅危惧種の再導入 ●●● ●●● ●●● ●●● ●●●

水源保全活動、水質および水供給管理 潜在的な水不足のリスク軽減、評判向上 水源保全 ●●● ●●● ●●● ●●● ●●●

再生可能資源、認証製品に対する需要
の増加 売上増加 製品開発、各種認証取得、新規制

への対応 ●●● ●●● ●●● ●●● ●●●

イニシアティブへの参加、ステークホル
ダーとの協力、地域社会への貢献 評判向上、協働機会の増加 社会貢献活動、地域社会とのコ

ミュニケーション活動の実施 ●● ●●● ●●● ●● ●●

測定指標とターゲット

測定指標 ターゲット
所有地内で再生した自然林の面積※2 2024年から2033年までの期間に3,000 ha以上

所有地内で植栽した郷土樹種の本数※3 2024年から2033年までの期間に50万本以上

所有地外で設置した緑の回廊の面積※4　　　 2024年から2033年までの期間に3,500 ha以上

CENIBRA（ブラジル ミナスジェライス州） 規模 可能性
● ● ● ●●● ●● ●

High Medium Low High Medium Low

※2 風倒、火災等で失われた自然林を再生するために植栽等を行った面積
※3 所有する自然林内で植栽した本数
※4 土地所有者と連携し、分断された自然林の間の荒廃地の植生回復を促し、野生動物が行き来できるように、フェンスで囲って保護した面積
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※1 詳細はTNFDレポート参照。



王子グループ統合報告書 2 0 2 4

気候変動の緩和・適応      TCFD      持続可能な森林経営      TNFD      資源の循環的利用      責任ある原材料調達      人権の尊重      職場の安全衛生の確保

王子グループとは           目指す姿とロードマップ           価値創造ストーリー           事業別価値創造戦略           人財戦略           グリーンイノベーション           環境・社会課題への対応           ガバナンス           データセクション

日本国内においても長年にわたって森づくりに取り組んでおり、

北海道から九州まで約650カ所、面積188千haの広大な社有

林を保有しています。

そのうち41%にあたる77千haが人工林（植林地）であり、森

林資源の活用（森林の若返りを図るための主伐と再植林）を行い

ながら、間伐などの保育作業（次世代への資源の充実）にも継続

的に取り組んでいます。

各地域に営林部門があり、森林資源の充実と活用を目的とした

林業と、生物多様性保全や水源涵養などの多様な機能の十分な

発揮が両立できるよう、持続的な森林経営を行っています。

自然の状態の測定

森林の多様な機能の定量化は最初の一歩

王子グループは広大な森林を持つ責任を果たすべく、その多面的

な貢献機能も最大限発揮できるように率先して取り組んでいます。

そのための最初の取り組みが、森林の機能の定量化です。

生物多様性については、各社有林の生物多様性保全の鍵とな

る地域（KBA）※1との重なり、環境省植生データから得た植生タ

イプ数、種分布モデルによって推定※2された、生物相および各地

域での希少種のカバー率を加味し、各社有林の生物多様性の重

要度をスコア化しました。

水源涵養については、国土情報プラットフォームを活用し、各社

有林の涵養量評価を行いました。

生物多様性の定量化

（１）生物多様性の重要度マップ 

全社有林の生物多様性の重要度を総合的に評価した結果、 

右地図のようになりました。スコアが1.0（赤）に近づくほど重要

度の高い森林といえます。

周辺地域も含め事業活動

の自然への依存とインパク

トが大きい可能性があるた

め、重要エリアとして特定、

分析していく計画です。

（２）生息が推定された種数

全社有林合計で生物が3,000種以上、うち希少種が約1,400

種、生息していることが推定されました。なお、希少種の推定に

は、都道府県別レッドデータブック掲載の絶滅危惧種Ⅰ、Ⅱ類（最

も絶滅の危険度が高いグループ）を用いました。

分 類 群 推定種数
うち希少種

両 生 類 51 25

鳥　　類 294 97

種子植物 2,667 1,273

合　　計 3,012 1,395

水源涵養量の評価

森林の土壌は、落ち葉等をミミズや微生物が分解し腐葉土とな

ることでスポンジ構造となり、水を蓄え、きれいな水をゆっくりと

流出させます。これを水源涵養機能といいます。

全社有林について、１日あたりの涵養量の算出と、それらの経済

価値を試算した結果、以下の通りとなりました。P.67の王子の森

の経済価値評価のうち、水源涵養機能については、利水ダムや治

水ダム等の施設に置き換えた場合に要するコストで評価しました。

（1）涵養量※3 約510万m3/日
約1,690万人分※4が1日に使用する水の量に相当

（2）経済価値※5 約2,040億円/年

※3　貯留量 （地表面からの浸透量）
※4　家庭で1人が1日に使う水の量を300L/日として算出
※5　林野庁「森林の公益的機能の評価額について」（2000年）等の手法で試算

今後の取り組み

森林の価値の最大化を目指して

今後は、生物多様性および水源涵養量調査で非常に高いスコ

アを示した北海道の猿払山林を皮切りに、本州以南の複数の重

要エリアを選定し、AI、センサー、ドローン等の最新のフィールド

モニタリング技術や、アカデミアとのパートナーシップにより、定

量化を進める計画です。近年は企業活動による自然への依存とイ

ンパクト、それらに起因するリスクと機会を評価し、開示すること

が求められていますが、王子グループは、第一ステップとして自然

の状態評価を前に進めていき、将来的には、自然の価値を測る評

価手法「王子モデル」の確立や、ネイチャーポジティブを目指した

森林価値の最大化に取り組んでいきます。

国内
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※2　 種分布モデル（種の分布に影響を与える環境要因のデータセットを用いて種の空
間分布を推定する手法）をもとにどのような生物が生息しているかを推定。対象
は鳥類・両生類・種子植物の在来3,776種。モデルは1kmの空間解像度であ
り、気候変数、地質、植生、土地被覆、地形といった様々な環境が考慮されてい
る。各地点がどの程度、その種の生息に適しているかを示す環境好適度が0 ～ 1
の値で得られ、今回は0.7 以上で生息可能性が高いとみなした。

※1　 KBA…Key Biodiversity Areaの頭文字で、生物多様性の保全の鍵になる重
要な地域。世界的にみて絶滅の危機に瀕した種が生息する地域は重要という「危
機性」と、ある種の存続が特定の場所に依存している場合、その場所は重要という

「非代替性」という考え方により、世界各国で選定されている。

Earthstar Geographics | Esri, TomTom, 
Garmin, FAO, NOAA, USGS
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水リスク評価

近年の気候変動による水資源の枯渇や洪水による水害などは、

事業の継続性だけでなく、事業を展開する地域社会での産業や人

の健康にも大きなリスクをもたらします。王子グループでは、事業

展開における水リスクを把握するため、世界的な環境研究機関で

ある世界資源研究所（WRI）の評価を参考にしています。

全308事業場の水リスクを、WRIの水リスク評価ツールで

あるAQUEDUCTを使って分析した結果、水リスクの高い地域

（Baseline Water StressがExtremely highおよびHigh）に

立地する事業場は21ヵ所でした。これら21の高リスク事業場を対

象に、水リスクの実態と財務上の影響について調査を行いました。

水リスクの実態調査

水リスクが高いと評価された事業場に対して、水不足や洪水な

どが操業に与える影響や発生頻度、また取り組み事例について、

毎年ヒアリングを実施しています。

2023年度のヒアリングの結果、いずれの事業場も生産や操業

に関する問題は発現しておらず、顕在化した水リスクは確認されま

せんでした。しかし、事業場では、水使用量の削減を目指した自主

的な取り組みの実施の他、ステークホルダーと協働した水使用量

の削減や、公共機関の水資源保全活動への参加など、環境保護

に関する積極的な行動も報告されました。

（高リスク事業場での取り組み）
● �水消費量の監視､ 水消費量削減や水質汚染削減等の啓蒙活動

の実施　

●工業用水提供事業者と協働した水使用量削減計画の策定

● �自治体や政府機関へ水消費量､排水量､水質管理に関するデー

タの提供

●雨水利用や自社井戸水の使用

●ボイラ冷却塔の設備更新とRO膜処理設備の導入

●排水堰板の設置箇所の拡大

●公共機関の水資源保全活動への参加

財務上の影響

これらの高リスク事業場での取水量と水消費量はグループ全体

の1%未満と2%未満､ 生産量は全体の2%でした。また、水リス

クによる潜在的な財務上の影響を分析するため、これらの事業場

が水不足により閉鎖を余儀なくされるシナリオを想定した結果､

売上高と資産はいずれもグループ全体の4%程度に過ぎないこと

から、その影響は低いと見積もられました。

Nature Action 100など投資家を含むステークホルダーから

の自然・生物多様性に関するエンゲージメントや、2023年9月の

TNFD提言の正式発行を受けて、2024年1月に王子ホールディ

ングスはTNFD提言に沿って自然関連情報を開示する意向を表

明し、TNFDアーリーアダプターとして登録しました。

TNFD提言に沿った評価と開示の準備を進め、2024年9月に

当社として初めてとなるTNFDレポートを発行しました。自然関連

の依存・インパクト・リスク・機会と、それらへの対応の詳細、お

よびTNFDが推奨する開示指標については、Webサイトに掲載し

ているTNFDレポートをご覧ください。

水リスク地域における製造事業

TNFDレポートの発行
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水リスクの評価※1

2023年度

事業場数※2 取水量（千m3） 水消費量※3（千m3） 生産量（千トン） 売上高（億円） 資産（億円）

Low（＜10%）or No data 70 342,312 49% 7,908 35% 6,594 44%

Low to medium（10-20%） 122 215,140 31% 4,529 20% 4,484 30%

Medium to high（20-40%） 95 135,898 20% 9,754 43% 3,607 24%

High（40-80%） 4 1,254 0% 266 1% 103 1% 716※4 4%※4 908※4 4%※4

Extremely high（＞80%） 17 217 0% 88 0% 209 1%

合計 308 694,820 100% 22,545 100% 14,998 100% 16,963※5 100% 24,425※5 100%

※1　 WRI/AQUEDUCT（4.0）のWater Risk Atlas　Baseline Water Stress（5段階評価）：水利用における他の利用者との潜在的な競合の度合いを示し、値が高いほど、競争が
激しくリスクが高い。⇒ https://www.wri.org/aqueduct

※2　 製品製造に関わりのない本社、営業所等の事業場は除いている。
※3　 水消費量は取水量から排水量を差し引いた量。
※4　 水リスクの高い地域（HighおよびExtremely high）に立地する事業場を所有する会社の売上高と資産の小計。またグループ全体のそれぞれの合計に対する比率。
※5　 売上高合計16,963億円および資産合計24,425億円は、水リスク評価の対象から除いた会社を含んだグループ全体の金額。

▶TNFDレポート 　

https://ojiholdings.disclosure.site/Portals/0/pdf/top/tnfd_report_2024_ja.pdf
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資源の循環的利用 -水-

王子グループの中核事業である紙・パルプ事業は、一般的に水

を多く使用する産業です。また、生産工程で使用した水には溶存

有機化合物などが多く含まれます。

当社では、水を限りある資源と認識し、また水生生物の保護も

重要視しています。そのため、取水量の削減と排水中の汚濁負荷

量を十分に低減して水域に戻すことを使命とし、それぞれに目標

を掲げ、取り組んでいます。また、他の水利用者との協調を価値あ

る機会と捉え、共存共栄の関係を築くことに尽力しています。

取水量の削減

2030年度の取水原単位を2018年度対比6%以上削減

排水の浄化

2030年度のBOD、COD、SS の排出原単位を2018年度  

対比15%削減

取水原単位削減の目標達成に向け、グループ全体の取水量の

約８割を占める王子製紙、王子マテリア、王子エフテックス、王子

ネピアの各社は2030年までの具体的な削減計画を立案し、取り

組んでいます。サステナビリティ推進委員会の事務局は、四半期ご

とに各社から削減実績の報告を受け、年に2回、サステナビリティ

推進委員会にて取締役への報告を行っています。

2023年度における王子グループの総取水量は695百万m3、

総排水量は672百万m3、水消費量は23百万m3でした。また取

水原単位は0.41千m3/百万円で目標値※1を達成しました。

※1 2023年度目標値：0.47（千m3/百万円）
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★2023年度実績は第三者保証を受けています。

王子マテリア大阪工場では、欧州委員会が環境保護の目的で

推奨している「利用可能な最善の技術」を採用し、実施することで、

板紙の生産量に対する水使用量の原単位（m3/トン）を一桁台ま

で低減し、業界トップクラスの高い水使用効率を実現しています。

グループの各工場では､ 排水の水質を法令や条例による規制値

よりも厳しい自主管理値で管理し､ 規制値を遵守しています。例

えば、2023年度の排水中のCOD（化学的酸素要求量）は、規制

値並みに排出した場合と比較して51%以上低減させるなど、排水

の浄化に努めています。

2023年度における王子グループのBOD、COD、SSそれぞれ

の排出原単位は3.0、20.4、7.5kg/百万円で、いずれも目標値※2

を達成しました。なお、グループ全体で排水処理等にかかった費用

と投資額は7,834百万円と797百万円でした。

※2 2023年度目標値：BOD 4.7、COD 21.0、SS 9.9（kg/百万円）

(千t)
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排水中の汚濁負荷量（BOD・COD★・SS）

BOD（生物化学的酸素要求量）
好気性微生物によって有機物が分解されるときに消費される酸素の量を示します。

最も広く使われている汚濁の指標で、BODが高いと悪臭の発生などが現れはじめます。

COD（化学的酸素要求量）
酸化剤により有機物が酸化されるときに消費される酸化剤の量を酸素量に換算し

たものを示します。

SS（浮遊物質・懸濁物質量）
水中の微粒子状物質

★CODの2023年度実績は第三者保証を受けています。

王子製紙の富岡工場、米子工場は、それぞれの地域の水利組

合などに参加し、例えば、夏の水不足期には地域の農業での水利

用を優先させるために、ダムの貯水率に応じた取水量の制限に協

力しています。また、王子エフテックスの芝川工場は、地域の漁業

組合と水利使用に関する覚書を取り交わし、周辺の環境や水生動

植物の保全に協力しています。　

基本的な考え方

目標

取水量の削減 排水の浄化 他の水利用者との協調
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サーキュラーエコノミー移行への貢献

王子グループでは製造工程でプラスチックを多量には使用していませんが、原料となる古紙への混入

物に起因して、一定量の廃プラスチックが工程から発生します。当社グループでは、廃プラスチックの再資

源化（サーマルリサイクル含む）を推進し、未再資源化※1となる廃プラスチックの削減に取り組んでいます。
※1　未再資源化：再利用など再資源化されずに処分されること（例：埋立、エネルギー回収を伴わない焼却）

また、当社グループは未再資源化となる廃プラスチックの量以上に、環境配慮型紙製品を販売する「プ

ラスチックネガティブエミッション」の達成を目標に掲げています。この取り組みを通じて社会全体のプラ

スチック使用量を削減し、脱プラスチック社会、サーキュラーエコノミーへの移行に貢献しています。

当社グループの主力事業の一つである包装資材分野では、プラスチック包装の紙化などの環境配慮

型紙製品の拡販を推進しています。プラスチック製品から環境配慮型紙製品への置換を通じて、王子グ

ループの顧客で使用される、さらには社会全体で使用されるプラスチックの量を削減します。また、化

石燃料由来でマテリアル・ケミカル・サーマルリサイクルが実施されているプラスチック製品から、バイ

オマス資源由来でマテリアルリサイクル率の高い紙を使用した環境配慮型紙製品への置換により、サー

キュラーエコノミー移行への貢献につながります。2023年度には3,297トンの環境配慮型紙製品を販

売しました。2030年度までに年間5,000トンの環境配慮型紙製品の拡販を目指しています。

▶環境配慮型紙製品の開発事例はこちら P.39 　

▶環境配慮型紙製品の採用事例はこちら P.57 　

王子グループで発生する廃プラスチックの90％以上は、紙・板紙の原料古紙に混入したプラスチック

に由来するものです。当社グループでは 国内の各製造拠点において廃プラスチックの有効利用を推進し

ています。2023年度は72,419トンの廃プラスチックを再資源化し、廃プラスチックの未再資源化量は

1,215トンとなりました。2030年度までに未再資源化量0トン（再資源化100%）を目標に掲げてサー

キュラーエコノミーへの貢献を目指します。　

▶国内主要製造拠点の廃プラスチックに関するデータはこちら 廃棄物削減 　

基本的な考え方

環境配慮型紙製品の拡販

廃プラスチック再資源化への取り組み
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資源の循環的利用 -プラスチック-

２０２３年度実績

２０３０年度目標

※2   国内王子グループ10社（王子製紙、王子マテリア、王子エフテックス、王子ネピア、王子イメージングメディア、王子コンテナー、 
森紙業、王子タック、チューエツ、新タック化成）の合計

環境配慮型
紙製品販売量

廃プラスチック
未再資源化量※2

プラスチック
ネガティブエミッション

5,000 ton以上

3,297 ton 1,215 ton

0 ton 達成

達成

当社グループ内では、商品の包装などにプラスチックを使用しており、そうしたプラスチック削

減に向けた取り組みを包装メーカー、素材メーカーと協力して実施しています。王子ネピアでは

キッチンタオル、トイレットロールの外装に使用されていたプラスチック包装を紙パッケージに変

更した商品を販売しています。また、ホテルニュー王子では宿泊者へ提供するアメニティー類をプ

ラスチックからバイオマス由来の素材を使用した製品へ切り替え、レストラン利用者へ提供するカ

トラリーをプラスチックから木製のものへ変更しています。

▶王子ネピアの取り組みはこちら 王子ネピアWebサイト 　

▶ホテルニュー王子の取り組みはこちら ホテルニュー王子Webサイト 　

自社プラスチック削減への取り組みTopics

https://ojiholdings.disclosure.site/ja/themes/185/
https://e-nepia.com/pages/index.php?page_url=nepieco_product
https://www.newoji.co.jp/stay/
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新聞

全国の新聞社で印刷され、
購読者のもとへ

読み終わった新聞とパルプを
原料に、新聞用紙を抄造

読み終わった新聞を
回収し、製紙工場へ

新聞用紙 読み終わった新聞

新聞のリサイクル

資源の循環的利用 -古紙-

古紙を利用する工場

板紙工場
新聞・洋紙工場

王子グループは、全国各地の工場で新聞用紙や印刷用紙、板

紙などを生産し、紙の原料の6割以上に古紙を使用しています。

さまざまな種類の古紙を積極的に活用し、資源の循環利用を進

め、古紙リサイクルシステムの維持に貢献しています。

「環境行動目標2030」のもと「古紙利用率70%以上（国内）」を

目指します。

国内

王子グループは、これまで機密文書の処理を中心に、古紙の

利用拡大に積極的に取り組んできました。従来利用するのが難し

かった使用済み紙コップや、牛乳パックなどの液体容器をリサイク

ルする仕組みを新たに構築し、グループの各工場において再利用

を進めています。

機密書類処理施設
（王子マテリア江戸川工場）

難処理古紙溶解設備　ニーディング
パルパー （王子マテリア富士工場）

海外

段ボール原紙生産会社のあるニュージーランドやマレーシアで

も古紙をリサイクルし、循環型社会に貢献しています。

Oji Fibre Solutions社は、ニュージーランドで唯一の段ボー

ル原紙生産会社であり、2023年は177千トンと同国で最も多く

古紙を使用しています。またマレーシアのGSPP社が生産する段

ボール原紙は、原料のほとんどが古紙です。2023年の古紙使用

量は695千トンで、うち46%はマレーシア国内から調達し、54%

は海外から輸入しています。

王子グループの古紙消費量は国内最大の年間358万トン。国

内全体の古紙消費量1,485万トンの24%に相当し、幅広い製品

にさまざまな種類の古紙を使用しています。古紙利用率は年々増

加を続け、高い古紙利用率を達成しており、2023年の古紙利用

率は68.3％となりました。特に段ボール原紙では98.3%となっ

ています。

新聞や雑誌などの紙媒体の減少に伴い、古紙の発生が年々減

少する一方、海外需要は旺盛です。古紙利用技術の向上により、

これまで使えなかった古紙を安定的に利用していくことや、国内で

回収されたものを国内で使うという国内循環を維持していくことが

我々の使命と考え、古紙問屋などリサイクル事業者の方 と々も連携

しながら、国内資源である古紙の利用促進に取り組んでいきます。

基本的な考え方 目標

古紙利用拡大の取り組み

古紙利用実績

課題
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古紙消費量・古紙利用率※1の推移
古紙消費量（千t）
古紙利用率（％） 王子グループ国内 日本全体※2

（千t） （％）

※1  古紙利用率＝古紙消費量÷全繊維原料消費量（古紙、木材パルプ、その他繊維原料の消費量合計）
※2  日本全体：出典 （公財）古紙再生促進センター
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企業価値の向上には、自社だけでなくサプライチェーン全体で

の法令遵守と社会的責任の遂行が不可欠です。グローバル化の

急速な進展とともに、社会的課題への対応が注目されており、特

に原材料調達におけるサステナビリティへの配慮が強く求められ

ています。

王子グループは、サプライヤーとの継続的な対話を通じて、責

任ある原材料調達を推進し、持続可能な社会への貢献を目指して

います。

サステナビリティ推進（ガバナンス）体制

サプライチェーンリスク（環境リスク、人権リスク 他）およびそ

の対策に関する事項については、サステナビリティ推進委員会で

審議し、取締役会が監視・監督します。

▶P.29 　

王子グループは、原材料の調達に際して環境や社会に配慮した

サステナビリティ調達を拡充しており、以下の二つの指針に基づ

いて行動しています。

1）王子グループ・サプライチェーン・サステナビリティ行動指針 　

2）木材原料の調達指針 　

これらの指針は、新規サプライヤーに取引前に理解を求めると

ともに、指針改訂時には全サプライヤーに周知徹底を図り、責任

ある持続可能な調達を推進するためのものです。指針には、①法

令・社会規範の遵守、公正な取引および腐敗防止（反腐敗）、②

環境への配慮（気候変動への対応、環境負荷の削減、生物多様

性の保全など）、③社会への配慮（人権尊重、適切な労働環境の

確保など）、④社会とのコミュニケーションといった国際的に重要

性の高い理念が含まれています。

また、本年2月には内容の一部改訂を行い、サプライヤーの皆

様に対して新たな行動指針への理解と実践をお願いし、協働を進

めています。

調査の目的と意義

王子グループは、サプライチェーンにおける実態把握とリスク

管理を強化する目的で、2020年度から取引額および品目を基に

選定した主要サプライヤーに対し、アンケートによるサステナビリ

ティ調査を実施しています。

このアンケート調査は、国連グローバル・コンパクト（UNGC）

のガイドラインに準拠しており、王子グループとサプライヤーがと

もに持続可能な社会への貢献と社会的責任を果たすための重要

な取り組みです。本調査結果は、今後サプライヤー・スクリーニン

グを行う際の判断材料としていきます。

2023年度に王子グループが実施したサステナビリティ調査は、

203社を対象に行われ、150社から回答を得ることができました。

2020 ～ 2023年度までの総計では、955社中702社から回答

を得ており、回答率は約74%でした。ESG観点からの8項目を合

計した全体の平均点は、475点（満点800点）で、得点率は59％

となりました。平均点の高い項目は「労働」で67点、平均点の低

い項目は「コーポレートガバナンス」で53点でした。また、2023

年度の調査では、Dランクは19社、Eランクは16社となりました。

得点ランク比率 

8項目の合計得点に応じてランク付け

得点
ランク 基準 サプライヤー

数

S 750以上  25

A 650以上750未満  53

B 500以上650未満 294

C 250以上500未満 224

D 100以上250未満  57

E 100未満  49

総得点 800点満点 702

Sランク
4%

Eランク
7%

Aランク
8%

Bランク
42%

Dランク
8%

Cランク
32%

回答企業
702社

王子グループでは、サプライヤー・サステナビリティ調査の回

答結果に基づいて、「王子グループ・サプライチェーン・サステナ

ビリティ行動指針」に記載された項目の遵守と実行を促すための

指導（フォローアップ）を行い、継続的な改善に努めています。

今後は回答率の向上を目指すとともに平均点を大幅に下回るサ

プライヤーに対しては、アセスメントを継続する予定です。また重

点サプライヤー・クリティカルサプライヤーについては、人権DD/

環境DDの対象として、段階的に取り組んでいく方針です。

基本的な考え方

王子グループ・サプライチェーン・サステ
ナビリティ行動指針（2024年2月26日 改訂）

サプライヤー・サステナビリティ調査

調査結果概要（2020年度～ 2023年度）

フォローアップおよび今後の取り組み
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責任ある原材料調達

ESG観点からの8項目
① コーポレートガバナンス      ② 人権      ③ 労働      ④ 環境      ⑤ 品質・安全性
⑥ サプライチェーンに対する基本姿勢      ⑦ 地域社会との共生      ⑧ 情報の開示・保護および公正な企業活動

https://ojiholdings.disclosure.site/ja/themes/187/
https://ojiholdings.disclosure.site/ja/themes/188/
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人権デュー・ディリジェンスの実施

王子グループは、取引のあるサプライヤーに対して、「責任あるサプライチェーン等における人権尊重

のための実務参照資料（経済産業省）」に準拠したリスク評価を行いました。人権リスクの特定には以

下4つの視点から評価を実施しました。

● セクター・事業分野のリスク

● 製品・サービスのリスク

● 地域リスク

● 企業固有のリスク

この評価により、リスクが大きいと判断される62社のサプライヤーを特定し、これらの企業に対して

優先的に人権デュー・ディリジェンスを実施しました。

実施の詳細については、王子ホールディングスの下記公開情報サイトをご覧ください。

▶人権の尊重 　

購入原紙に含有される木材パルプ（原紙メーカー調達）のサステナビリティ調査 

（2022-2024年度）

2022年度には、これまで調査対象としていなかった購入原紙に含まれる木材パルプ（原紙メーカー

が調達）に関する合法性の調査を実施しました。顧客指定原紙を除く531銘柄の中で、5銘柄の木材由

来が不明でしたが2023年度より切替えを推進し、2024年5月までに全ての購入原紙について100％

使用木材の合法性が確認された原紙に切り替わりました。

木材原料のトレーサビリティの確認 

王子グループは、木材原料の調達指針に基づき、木材の原産地

や森林管理方法、違法伐採材や保護価値の高い木材の混入の有

無、人権侵害の有無などの確認項目を定め、適正に管理された森

林より生産された原料のみを調達しています。木材原料の出所は、

原産地の森林～チップ工場～製紙・パルプ工場の全工程を通して

さかのぼることが可能です。

2022年度は、国内外チップ4,622千BDT（絶乾重量トン）、

購入パルプ183千ADT（湿重量）の調達を行い、全サプライヤー

からトレーサビリティレポートを入手し、第三者機関により「木材

原料の調達指針」に則った調達であることを確認しています。

▶木材原料の調達指針（2023年改訂） 　

森林認証制度の活用

王子グループでは、持続可能な森林経営を支援する仕組

みである森林認証制度を活用し、FSC®認証製品（FSC® 

C014119他）やPEFC認証製品（JIA-PEFC-COC-0808

他）を製造しています。

当該製品には制度の要求事項に適合したチップを使用し

ています。海外植林事業においてはFM認証※1を、グループ

内の生産・加工・流通事業ではCoC認証※2を取得。森林

から加工工場・流通まで一貫して認証を取得することによ

り、中間製品からコピー用紙、家庭紙などの最終製品まで、

さまざまな森林認証製品を供給しています。

また、グループ内に、森林認証制度運用委員会を設置し、

森林認証制度の適正な運用や効果的な活用を図る活動を

行っています。

その他の取り組み
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2022年年度度 
外外部部購購入入パパルルププトトレレーーササビビリリテティィレレポポーートトにに対対すするる 

第第三三者者監監査査報報告告書書 
 

【監査目的及び内容】 

本監査は、王子グリーンリソース株式会社がパルプのトレーサビリティの確保を目的として国内及

び海外の各パルプサプライヤーから入手しているトレーサビリティレポートについて、各レポート

が適切に入手され、規定項目の記載内容が適切であることを検証するために、2022年度パルプトレ

ーサビリティレポートの運用実績を対象として実施された。 

 

【監査結果】 

2022年度外部購入パルプトレーサビリティレポートは、全サプライヤーから入手され、以下の確認項

目の記載内容が適切であったことを確認した。 

確認項目： 

(1) 木材原料の産出国 

(2) 原料の構成(森林認証材、森林認証制度に基づく管理木材、植林木、天然木、製材廃材等

のカテゴリー別の構成) 

(3) 違法伐採木材由来のものが含まれていないこと 

(4) 遺伝子組み換え木材が含まれていないこと 

(5) 公的に保護価値が高いと認められた山林を伐採していないこと 

(6) 原料をめぐる重大な社会的紛争がないこと 

(7) パルプ漂白工程に ECFもしくは TCF（塩素ガスを使用しない漂白方法）が用いられてい

ること 

(8) 人権の擁護や労働者の権利保護に配慮していること 

 

2023年 8 月 28日 
認証・ビジネスソリューションサービス事業部長 

経営委員会メンバー 
認証・認定統括責任者 

竹内 裕二 
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本書面は、SGSジャパン株式会社によって www.sgs.com/terms_and_conditions.htm. 
で参照することができる「監査サービスの一般条件」に従って 
発行されたものであり、「監査サービスの一般条件」に規定されている 
責任の制限と補償に関する条項および管轄に関する条項等に従います。
http://www.sgs.com/clients/certified_clients.htm.により、本書面が真正なものである 
ことを確認することができます。本書面の内容または体裁について、許可なく、 
偽造、変造または改ざんすることは違法であり、違反した場合には、 
法令に基づくあらゆる範囲において罰せられる可能性があります。 
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PEFC/31-32-130

※1  FM認証：森林そのものの管理を確認
※2  CoC認証：生産された木材の加工流通過程の管理を確認

工場（最終消費財）
コピー用紙

家庭紙、段ボール

FM
認証

CoC
認証

CoC
認証

森林資源

お客様

販売・管理・物流

工場（中間製品）
チップ・パルプ
紙、板紙、木材加工品

流通、ユーザー、
消費者

古紙

FSC®認証製品
PEFC認証製品

調査対象 銘柄数 割合 備考

購入原紙 531 100％ 顧客指定原紙を除く

内訳
使用木材の合法性が確認できている原紙 531 100％ 森林認証等を取得

使用木材の由来が不明な原紙   0 - 切替え完了

その他原紙  39 - 顧客指定原紙
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人権の尊重

王子グループは、「人権の尊重」をサステナビリティ重要課題の

一つとして捉えています。

また「王子グループ人財理念」において「人権の尊重」は基盤

のひとつとして位置付けられており、従業員のみならず、サプライ

チェーン全体で人権に配慮するという考え方を共有し、人権問題

の防止につながる具体的な取り組みを実施しています。

サプライチェーンに対しては「王子グループ・サプライチェーン・

サステナビリティ行動指針」により、取引先の皆様に人権の尊重、

労働者の権利保護、職場の安全衛生の確保等の実行をお願いし

ています。さらに国内外のサプライヤーを対象に、サプライヤー・

サステナビリティ調査を継続実施しています。

私たちは、人権を尊重する責任は重要なグローバル行動基準で

あると考え、人権尊重に関する取り組みをより一層推進・実践す

るために2020年、「王子グループ人権方針」を策定しました。本

方針は2011年に国連で採択された「ビジネスと人権に関する指

導原則（UNGPs）」に基づいており、人権デュー・ディリジェンス

の実施や救済、対話について定めたものです。

欧州等でグローバル企業を対象とした人権に関する新しいルー

ルづくりが進められつつあることに代表されるように、近年企業に

よる人権尊重がますます重視されていることから、2024年2月に

同方針を一部改訂しました。具体的には「OECD責任ある企業

行動に関する多国籍企業行動指針」「先住民の権利に関する国

際連合宣言」の国際規範、先住民の権利に関する「自由意思によ

る、事前の、十分な情報に基づいた同意」に関する権利等の国際

人権の支持・尊重、ライツホルダー等と対話・協議を行っていく

こと等を明記しました。また方針改訂に当たっては、西村あさひ法

律事務所よりご意見をいただきました。今後はグループ内外に対

して方針内容の周知に努め、人権に対する認識を深め、バリュー

チェーン全体で人権侵害リスクの低減に取り組みます。

▶王子グループ人権方針 　

▶先住民族の権利に関する具体的取り組み 　

人権尊重へのコミットメントを果たす上での重要な事項につい

ては、サステナビリティ推進委員会で協議し、取締役会が監視・

監督しています。

▶P.29 　

UNGPsでは、企業は自らの事業活動に関連して、人権を侵害

しない（負の影響を与えない）ことが求められており、負の影響を

与える可能性（人権リスク）を特定、防止、軽減、対処し、説明す

るために人権デュー・ディリジェンスを実施する必要があるとされ

ています。

2023年度アセスメントの対象サプライヤーは、高リスク事業範

囲を想定したのち、経済産業省資料のスコアを参考にスクリーニ

ングを実施して決定しました。本選定方法については、第三者機

関に合理性、正統性を確認しています。

人権デュー・ディリジェンスの取り組みサイクル

ステークホルダーエンゲージメント

是
正
・ 

苦
情
処
理
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
構
築 （
指
導
原
則
22
）

人権デュー・ディリジェンス 
（指導原則17）

①人権リスクの
評価 

（アセスメント）
（指導原則18）

②社内部門・
手続きへの
統合と適切な
措置の実施

（指導原則19）

④情報開示
（指導原則21）

③追跡調査
（指導原則20）

PDCAを回して
継続的に改善

人
権
方
針
の
策
定 （
指
導
原
則
16
）

王子グループでは、UNGPsに沿った救済のための苦情処理メ

カニズムを整備します。また、相談・通報ができる内部通報制度

「企業倫理ヘルプライン」を当社グループの全役職員を対象に運

用しています。また社外のステークホルダーに対しても、相談窓口

を当社Webサイトに設けています。これらの相談・通報の過程

では、相談・通報の秘密は厳重に管理し、相談・通報をしたとい

うこと自体を理由に不利益を被ることがないようにするなど、匿

名性、秘匿性に配慮して対処します。

▶人権の尊重 　

王子グループの人権に関する考え方

王子グループ人権方針

人権尊重の推進体制

UNGPsに沿った 
人権デュー・ディリジェンスの実施

救済メカニズムの構築
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対象
  ● サプライヤー 62社（回答率80.6％）

  ●   検討の結果、対象業種をチップ、木質燃料、澱粉・トウモロコシ、

木材製品、PKS、麻に決定。

  ●  経済産業省「責任あるサプライチェーン等における人権尊重の

ための実務参照資料」より、「産品別人権リスク」「地域別人権

リスク」のスコアも参考に対象会社を選定。

結果
  ●  顕在化した重大な人権リスクは認められませんでした。

  ●  以下の人権重要項目に不備が認められたサプライヤー3社を対

象に、改善依頼を行い、実施確認書の提出を受けました。

 ＜改善依頼項目＞

人権方針の周知、人権推進体制の明確化、救済措置、児童労働・

強制労働の禁止、適正な賃金、結社の自由、職場の安全衛生

紛争等影響地域における人権アセスメント
  ●  東南アジアの紛争影響地域サプライヤーに対する人権アセスメ

ントの実施について、現地マネジメント会社と意見交換を行いま

した。

  ●  第三者機関からの意見も参考に、2023年度は当該地区グルー

プ会社を通したアセスメントを実施しました。引き続き情報収集

を行い、当該地域の動きを注視していきます。

▶2023年度人権デュー・ディリジェンスの結果 　

▶2022年度人権デュー・ディリジェンスの結果 　

低回答率の地域・業種へのヒアリング
  ●  アセスメント回答率の低い地域・業種について所管部門と意見

交換を行い2024年度の人権影響評価の参考とします。

人権影響評価の実施
  ●  網羅的な調査では重大な人権リスクは認められなかったため当

社グループの事業活動全体を「深刻度」「発生可能性」の観点か

ら評価するアプローチによる人権影響評価に取り組みます。

海外事業所の移民労働者インタビュー（機能材カンパニー）
  ●  移民労働者の割合が高く、生産拠点数の多いマレーシアで、機

能材カンパニーが2024年1月、グループ会社2社の労働環境

確認を行いました。

  ●  その結果、雇用・賃金・労働時間・コミュニケーション・生活

環境において問題のないことが確認されました。職場の安全に

ついては「作業動作手順書」の母国語対応に一部不備が認めら

れたため、順次改善の取り組みを進めています。

  ●  今後、関連部門と協議を進めながら、グッドプラクティスや取り

組み事例のグループ内共有、第三者機関による移民労働者イン

タビュー等の検討を進めます。

外国人社員労働者（技能実習生、派遣社員を含む）の雇用状況

や関係法令等の遵守状況を確認しました。

対象
  ● 3社（2023年度国内新規連結。2022年度は国内連結92社を

対象に調査を実施）

結果
  ● 法令遵守、処遇面で問題は認められませんでした。

2023年度人権デュー・ディリジェンス 2024年度に向けた取り組み

日本での外国人労働者の労働環境の把握

人権尊重の取り組みを進めるにあたっては、一人ひとりの人権

に関する認識の向上が欠かせません。王子グループでは国連「ビ

ジネスと人権に関する指導原則」に沿った取り組みを推進するた

め、「ダイバーシティマネジメントWEB研修」を継続的に行うなど、

人権に関する教育を実施しています。

さらに、2023年度は人権アセスメント実施に先立ち、サプライ

ヤーとの窓口となる調達担当者部門を対象とした「調達関連部門

事前研修」も実施しました。

【実施プログラム】

2023年度（受講者数：2,547名）
  ●  企業価値に直結する人権対策

  ●  「ビジネスと人権」に関するリスクマネジメントの基礎

　ー今、企業に求められる視点とはー

2022年度（受講者数：2,566名）
  ●  全ての人々の幸せを願って～国際的視点から考える人権～

  ●  アサーティブな対応で防ぐグレーゾーンのパワーハラスメント

  ●  グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン（GCNJ）のヒュー

マンライツ・デューディリジェンス分科会、ESG分科会に参加

し、他企業、NPO等の有識者との情報交換を実施しました。

  ●  ILO駐日事務所・GCNJ共催「国際人権・労働基準の尊重に

向けた企業内専門人材の育成プログラム」第一期（2023年10

月～ 2024年2月）に担当者1名が参加しました。

▶人権の尊重 　

人権教育

ステークホルダーエンゲージメント
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「安全」は「コンプライアンス」「環境」とならび王子グループとし

て絶対優先すべき企業価値の根幹です。王子グループ全役職員の

活動の規範「王子グループ企業行動憲章」「王子グループ行動規

範」の精神に則り、「グループ安全衛生管理規程」に基本事項を定

め周知徹底を図るとともに、安全衛生管理体制を構築し、国内外

の全従業員が安全な環境で、安心して働くことができるよう取り

組んでいます。

▶王子グループ企業行動憲章（抜粋） 　
  ●  安全と健康に配慮した働きがいのある職場環境の整備

▶王子グループ行動規範（抜粋） 　
  ●  職場の安全衛生の確保

  ●  社内ルールの遵守

  ●  風通しのよい職場風土 

役員・全従業員が、「健全な常識」「おかしいと思う感性」

「行動する勇気」をきっちりと心に刻んで、コンプライアンス・安全・

環境の徹底に取り組んでいます。

王子グループ安全大原則

① 回転体には手を出すな。必ず機械・設備を停止（元電源開放・

施錠・札掛け）すること。

② 吊荷の下に入らないこと。

③ 高所作業は安全帯を着用し、使用すること。

④ フォークリフトなどの荷役作業場所では、一旦立ち止まり、自分

の存在を運転手へ示すこと。

▶グループ安全衛生管理規程 　

王子グループの安全衛生に関する責任体制を明確化し、従業員な

らびに関係協力会社、臨時入構業者従業員の労働災害の防止と健

康の保持促進を図ることを目的とし、基本事項について定めています。

基本事項

毎年「グループ安全衛生推進計画」（P.79 　）を策定し、グルー

プ従業員、協力会社や臨時入構業者の方 と々一体となって労働災

害撲滅を目指した活動を推進しています。

王子グループの安全衛生管理体制

国内外事業場において、責任と権限を有する事業場長が安全

衛生の責任者として、安全衛生に関する業務を統括管理し、安全

衛生管理体制を確立しています。労働安全衛生マネジメントシス

テムを構築し、適切なリスクアセスメントや安全監査を実施してい

ます。また、従業員の参画による労使一体となった安全衛生活動

を展開しています。

2023年度の取り組みと労働災害発生状況

2023年度スローガン「死亡・重篤災害を起こさないために決

めた安全ルールを確実に守り守らせること！」を掲げて、安全大原

則とルールの完全遵守、機械・設備の安全化推進、安全活動の

活性化などの重点施策に取り組みましたが、2023年の災害発生

件数は68件（2022年と同件数）となっており、死亡災害は国内

で1件、海外で2件、通勤途上死亡災害が海外で1件発生するな

ど、あってはならない災害により尊い命が失われています。

労働災害度数率（安全成績）★

王子グループ（国内） 製造業全体 パルプ・紙・紙加工品製造業

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
0.00

1.00

0.50

2.00

1.50

（年）

0.61

1.15
1.02

0.79 0.76

1.20

0.67

1.20

0.76

1.21

0.84

1.31

0.88

1.25

0.80

1.29

1.31 1.46

1.88 1.94

1.54

1.85

1.59

1.38

★ 王子グループ（国内）2023年実績は第三者保証を受けています。  
2022年数値に誤りがあったため、修正しています。算出方法P.98参照

ルール違反に基づく休業災害が34件発生しており「死亡・重

篤災害を起こさないために、安全大原則や安全ルールを守り守ら

せる」ことが最重点課題であると、CEOから強く指導されています。

  ●  安全大原則・安全ルール無視27件（2022年27件）

  ●  リフトによる死亡・重篤・休業災害4件（2022年3件）

基本的な考え方 管理体制
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グループCEO

サステナビリティ推進本部
王子ホールディングス

カンパニー

主管会社 主管会社
独立事業会社

事業場
安全衛生
管理部門

事業場
安全衛生管理部門

所属会社

安全衛生管理部門

本社
安全衛生管理部門

本社
安全衛生管理部門

カンパニー統括会社

安全部

事業場
安全衛生
管理部門

事業場
安全衛生管理部門

所属会社

職場の安全衛生の確保

https://www.ojiholdings.co.jp/group/policy/conduct.html
https://www.ojiholdings.co.jp/group/policy/behavior_standard.html
https://ojiholdings.disclosure.site/ja/themes/165/
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サステナビリティ
重要課題 構成要素 KPI（重要業績評価指標） 現状数値

職場の安全衛生の確保
● 従業員の健康促進
● 労働災害の防止

●  死亡・重篤災害ゼロ 
（毎年度）

●  2件 
（2023年1月1日～12月31日）

●  労働災害度数率※ 
2018年（0.89）対比50％削減

●  1.20 
（2023年1月1日～12月31日）

※グループ全体（国内・海外）

王子グループ各社は、自社の状況に応じた階層別・担当別の安全衛生教育体系を定めて、労働安全

衛生法などの法令に則った教育はもちろんのこと、各階層・各担当に応じた安全衛生教育を実施しています。

▶安全と健康の教育・研修 　

安全大原則や安全ルールを守り守らせることをスローガンとして継続し、同時に、機械・設備の安全

化推進、特に、リフトや重機との接触災害防止対策を進め、目標である「死亡・重篤災害ゼロ」の達成、

休業災害件数を減少させる取り組みを展開しています。

１．基本方針   安全絶対優先の基本理念のもと、 

王子グループ全体の災害ゼロを目指した活動に邁進する

２．スローガン   ≪死亡・重篤災害を起こさないために 

安全大原則や安全ルールを守り守らせること！≫

３．重点目標   王子グループ全体目標：死亡・重篤災害ゼロの達成

４．重点施策   1） 安全大原則や安全ルールの完全遵守

 2） 機械・設備の安全化推進（特に、リフトや重機との接触防止対策）

 3） 腰痛防止対策の推進

 4） 心身の健康管理および職場衛生環境の改善整備

安全重点巡視の実施 

王子グループ内にて荷役作業における労働災害が多発している

ことを踏まえ、類似災害の防止を図るため、 王子ホールディングス

経営層（会長・副社長）の巡視に王子ホールディングスグループ技

術本部と王子ホールディングス安全部が同行して、王子コンテナー

グループを皮切りに安全重点巡視を開始しました。

危険擬似体験装置VRによる危険体験教育

2020年からはVRによる危険体験教育を国内外の事業場へ順次展開しており、VRの臨場感あふれ

る画像に、受講者からは「被災体験場面では反射的に逃げる、身体がすくむなど、実体験できない災害

を体感できた。災害の怖さを感じ、ルールを守ることの大切さを再認識した」などの声が寄せられていま

す。王子グループで発生した事例を含んだオリジナルの体験コンテンツを制作し、全14コンテンツを活

用して、日々の操業現場に近い環境で学ぶことができるよう、また、新鮮な感覚で学ぶことができるよう、

工夫を凝らしています。

グループCEO安全表彰

2023年度は、グループCEO安全表彰基準を満たした9事業場が安全優秀賞を受賞しました。

カンパニー 受賞事業場（規模により5年から22年間の無災害継続を達成）

産業資材カンパニー

● 北陽紙工福島加工センター
● 日本青果包装
● 長﨑段ボール
● 本州リーム
● 山梨森紙業甲府事業所
● 王子インターパック東海営業所
● GS Paperboard & Packaging Sdn. Bhd. Packaging Plant 2〈マレーシア〉

機能材カンパニー
● チューエツ滋賀工場
● Oji Paper（Thailand） Ltd.〈タイ〉

▶グループCEO安全表彰基準 　

サステナビリティ重要課題とKPI

安全衛生教育・研修体系

2024年安全衛生推進計画

企業価値の根底を支える最重要事項としての「安全衛生」確保

https://ojiholdings.disclosure.site/ja/themes/178/
https://ojiholdings.disclosure.site/ja/themes/167/

